
 

大和証券総合取引約款 新旧対照表 

 

（下線部分改正） 

現行 改正 

１．約款の趣旨 

この約款は、有価証券の保護預り取引、振替決済

取引、積立投資取引、株式ミニ投資取引、株式累積

（積立）投資取引及び国内外貨建債券取引又はそれ

らを組合わせた取引等（以下「総合取引」といいま

す。）について、お客様と大和証券株式会社（以下

「当社」といいます。）との間の権利義務関係を明

確にすることを目的とするものです。 

 

１．約款の趣旨 

この約款は、有価証券の保護預り取引、振替決済

取引、積立投資取引、株式累積（積立）投資取引及

び国内外貨建債券取引又はそれらを組合わせた取引

等（以下「総合取引」といいます。）について、お

客様と大和証券株式会社（以下「当社」といいます。）

との間の権利義務関係を明確にすることを目的とす

るものです。 

 

２．総合取引の利用 

（1）お客様は、この約款に基づいて次の各号に掲げ

る取引をご利用いただけます。 

① 第2章に定める有価証券（外国証券、第4章で定

める積立投資取引及び第5章の2で定める株式累

積（積立）投資取引に係るものを除く。）の保

護預り取引 

②～③ （省  略） 

④ 第5章に定める株式ミニ投資取引 

④の2 第5章の2に定める株式累積（積立）投資取

引 

⑤～⑥ （省  略） 

⑦ 有価証券（外国証券を含みます。）、その他当

社において取扱う証券、証書、権利又は商品の

果実（配当金については、株式ミニ投資、国内

上場外国株式及び下記43．の株式数比例配分方

式を選択された株式等の配当金を指します。）、

償還金、売却代金又は解約代金のうち、当社に

おいて支払われるものを第4章に定める積立口

へ入金する取引 

（2）お客様は、上記（1）⑦の取引については、次

の各号に掲げる取引方法によりご利用いただけま

す。 

① 有価証券（外国証券を含みます。）、その他当

社において取扱う証券、証書、権利又は商品か

ら発生する果実（配当金については、株式ミニ

投資、国内上場外国株式及び下記43．の株式数

比例配分方式を選択された株式等の配当金を指

します。）のうち、当社において円貨で支払わ

れるものを当社が応じる範囲内で、公社債投信

積立口、中期国債ファンド積立口、ダイワMMF

（マネー・マネージメント・ファンド）（以下

この約款において「ダイワMMF」といいます。）

積立口ヘ入金する方法。 

②  （省  略） 

 

２．総合取引の利用 

（1）お客様は、この約款に基づいて次の各号に掲げ

る取引をご利用いただけます。 

① 第2章に定める有価証券（外国証券、第4章で定

める積立投資取引及び第5章で定める株式累積

（積立）投資取引に係るものを除く。）の保護

預り取引 

②～③ （現行通り） 

（削  除） 

④ 第5章に定める株式累積（積立）投資取引 

 

⑤～⑥ （現行通り） 

⑦ 有価証券（外国証券を含みます。）、その他当

社において取扱う証券、証書、権利又は商品の

果実（配当金については、国内上場外国株式及

び下記43．の株式数比例配分方式を選択された

株式等の配当金を指します。）、償還金、売却

代金又は解約代金のうち、当社において支払わ

れるものを第4章に定める積立口へ入金する取

引 

（2）お客様は、上記（1）⑦の取引については、次

の各号に掲げる取引方法によりご利用いただけま

す。 

① 有価証券（外国証券を含みます。）、その他当

社において取扱う証券、証書、権利又は商品か

ら発生する果実（配当金については、国内上場

外国株式及び下記43．の株式数比例配分方式を

選択された株式等の配当金を指します。）のう

ち、当社において円貨で支払われるものを当社

が応じる範囲内で、公社債投信積立口ヘ入金す

る方法。 

 

 

 

②  （現行通り） 

 

６１．取得の申込み及び金銭の払込み 

（1） （省  略） 

６１．取得の申込み及び金銭の払込み 

（1） （現行通り） 



現行 改正 

（2）ダイワMRF（マネー・リザーブ・ファンド）（以

下この約款において「ダイワMRF」といいます。）、

ダイワMMF、中期国債ファンド、フリーファイナン

シャルファンド、公社債投信については、お客様

は1回の払込みにつき次の各号に定める金額以上

の払込金をその口座に払込むことができます。た

だし、当社が別途定める払込方法については、次

の各号以外の払込単位とさせていただきます。 

①  （省  略） 

② ダイワMMF 1円 

③ 中期国債ファンド 1円 

④ フリーファイナンシャルファンド 1,000万円

以上（1万円単位） 

⑤ 公社債投信 5,000円 

（3）～（4） （省  略） 

 

（2）ダイワMRF（マネー・リザーブ・ファンド）（以

下この約款において「ダイワMRF」といいます。）、

公社債投信については、お客様は1回の払込みにつ

き次の各号に定める金額以上の払込金をその口座

に払込むことができます。ただし、当社が別途定

める払込方法については、次の各号以外の払込単

位とさせていただきます。 

 

①  （現行通り） 

  （削  除） 

（削  除） 

（削  除） 

（削  除） 

② 公社債投信 5,000円 

（3）～（4） （現行通り） 

 

６２．取得方法、時期及び価額 

（1）～（2） （省  略） 

（3）ダイワMRF、ダイワMMF、中期国債ファンド、フ

リーファイナンシャルファンド、ダイワ外貨MMFに

ついては、次の各号の定めに従い取得を行います。

ただし、目論見書に別途定める記載がある場合は、

その記載に従い取得を行います。 

① ダイワMRF、ダイワMMFについては、お客様から

取得の申込みがあった日（営業日）の正午以前

に払込金の受入れを当社が確認できたものにつ

いては当日に、正午を過ぎて払込金の受入れを

当社が確認できたものについては申込日の翌営

業日にお客様に代わって取得します。ただし、

払込金を申込日の正午以前に受入れようとする

場合において、申込日の前日の基準価額が当初

設定時の1口の元本価額（1口＝1円）を下回って

いるときは、取得の申込みに応じないものとし

ます。なお、上記の「払込金の受入れを当社が

確認できたもの」とは、お取扱部店内で確認さ

れたものに限ります。 

 

 

 

 

② ただし、ダイワMRFについては、お客様から取

得の申込みがあった日が営業日以外の日であれ

ば、当該申込日の翌営業日正午以前に取得の申

込みがあったものとして取扱い、申込日の翌営

業日にお客様に代わって取得します。 

③ 中期国債ファンド、フリーファイナンシャルフ

ァンドについては、お客様から取得の申込みが

あった日（営業日）の翌営業日にお客様に代わ

って取得します。 

④ ダイワ外貨MMFについては、お客様から取得の

申込みがあった日の翌取引日にお客様に代わっ

て取得します。ただし、申込みの締切時間は当

社が別途定める時間とします。 

⑤ 上記①から④までにおける取得価額は、取得日

６２．取得方法、時期及び価額 

（1）～（2） （現行通り） 

（3）ダイワMRF、ダイワ外貨MMFについては、次の各

号の定めに従い取得を行います。ただし、目論見

書に別途定める記載がある場合は、その記載に従

い取得を行います。 

 

① ダイワMRFについては、お客様から取得の申込

みがあった日（営業日）の正午以前に払込金の

受入れを当社が確認できたものについては当日

に、正午を過ぎて払込金の受入れを当社が確認

できたものについては申込日の翌営業日にお客

様に代わって取得します。また、お客様から取

得の申込みがあった日が営業日以外の日であれ

ば、当該申込日の翌営業日正午以前に取得の申

込みがあったものとして取扱い、申込日の翌営

業日にお客様に代わって取得します。ただし、

払込金を申込日の正午以前に受入れようとする

場合において、申込日の前日の基準価額が当初

設定時の1口の元本価額（1口＝1円）を下回って

いるときは、取得の申込みに応じないものとし

ます。なお、上記の「払込金の受入れを当社が

確認できたもの」とは、お取扱部店内で確認さ

れたものに限ります。 

  （削  除） 

 

 

 

 

  （削  除） 

 

 

 

②ダイワ外貨MMFについては、お客様から取得の申

込みがあった日の翌取引日にお客様に代わって

取得します。ただし、申込みの締切時間は当社

が別途定める時間とします。 

③ 上記①、②における取得価額は、取得日の前日



現行 改正 

の前日の基準価額とします。 

⑥ ダイワMRF、ダイワMMFについて申込日の正午を

過ぎて払込金を受入れた場合及び、ダイワMRF

について営業日以外の日に払込金を受入れた場

合並びに、中期国債ファンド、フリーファイナ

ンシャルファンドについて取得の申込みがあっ

た場合において、申込日の翌営業日の前日の基

準価額が当初設定時の1口の元本価額（1口＝1

円）を下回ったときは、上記①から③までの規

定にかかわらず、申込日の翌営業日以降最初に

取得に係る基準価額（営業日の前日の基準価額）

が当初設定時の1口の元本価額（1口＝1円）に復

した計算日の基準価額により、当該計算日の翌

営業日にお客様に代わって取得します。 

⑦ ダイワ外貨MMFについて取得の申込みがあった

場合において、一定の事由により申込日の翌取

引日の前日の基準価額の計算が停止されたとき

は、上記④、⑤の規定にかかわらず、当該取得

の申込みを停止します。 

（4） （省  略） 

 

の基準価額とします。 

④ ダイワMRFについて申込日の正午を過ぎて払込

金を受入れた場合及び営業日以外の日に払込金

を受入れた場合において、申込日の翌営業日の

前日の基準価額が当初設定時の1口の元本価額

（1口＝1円）を下回ったときは、上記①の規定

にかかわらず、申込日の翌営業日以降最初に取

得に係る基準価額（営業日の前日の基準価額）

が当初設定時の1口の元本価額（1口＝1円）に復

した計算日の基準価額により、当該計算日の翌

営業日にお客様に代わって取得します。 

 

 

 

⑤ ダイワ外貨MMFについて取得の申込みがあった

場合において、一定の事由により申込日の翌取

引日の前日の基準価額の計算が停止されたとき

は、上記②、③の規定にかかわらず、当該取得

の申込みを停止します。 

（4） （現行通り） 

 

６４．果実等の再投資 

（1） （省  略） 

（2）ダイワ MRF、ダイワ MMF、中期国債ファンド、

フリーファイナンシャルファンド、ダイワ外貨 MMF

については、次の各号の定めに従い果実等の再投

資を行います。ただし、各ファンドの目論見書に

別途定める記載がある場合は、その記載に従い取

得を行います。 

① ダイワMRF、ダイワMMF、中期国債ファンド、フ

リーファイナンシャルファンドについては、前

月の最終営業日（その翌日以降に取得した場合

については、当該取得日）から当月の最終営業

日の前日までの収益分配金を、当月の最終営業

日にお客様に代わって当社が受領のうえ、これ

を当該積立口に繰入れ、その全額をもって当月

最終営業日の前日の基準価額で取得します。 

②～④  （省  略） 

 

６４．果実等の再投資 

（1） （現行通り） 

（2）ダイワ MRF、ダイワ外貨 MMF については、次の

各号の定めに従い果実等の再投資を行います。た

だし、各ファンドの目論見書に別途定める記載が

ある場合は、その記載に従い取得を行います。 

 

 

① ダイワMRFについては、前月の最終営業日（そ

の翌日以降に取得した場合については、当該取

得日）から当月の最終営業日の前日までの収益

分配金を、当月の最終営業日にお客様に代わっ

て当社が受領のうえ、これを当該積立口に繰入

れ、その全額をもって当月最終営業日の前日の

基準価額で取得します。 

 

②～④  （現行通り） 

 

６５．有価証券又は金銭の返還 

（1）～（2） （省  略） 

（3）ダイワ MRF、ダイワ MMF、中期国債ファンド、

フリーファイナンシャルファンド、ダイワ外貨 MMF

については、次の各号の定めに従い金銭の返還を

行います。ただし、目論見書に別途定める記載が

ある場合は、その記載に従い金銭の返還を行いま

す。 

① ダイワMRFについては、お客様から返還の請求

を営業日の正午以前に受入れ申込日の受取をお

申出されたときは当日を、正午を過ぎて受入れ

たとき又は正午以前に受入れ翌営業日の受取を

お申出されたときは翌営業日をお支払日（以下

本章において「受渡日」といいます。）として

換金のうえ、その代金をお支払いすることによ

６５．有価証券又は金銭の返還 

（1）～（2） （現行通り） 

（3）ダイワ MRF、ダイワ外貨 MMF については、次の

各号の定めに従い金銭の返還を行います。ただし、

目論見書に別途定める記載がある場合は、その記

載に従い金銭の返還を行います。 

 

 

① ダイワMRFについては、お客様から返還の請求

を営業日の正午以前に受入れ申込日の受取をお

申出されたときは当日を、正午を過ぎて受入れ

たとき又は正午以前に受入れ翌営業日の受取を

お申出されたときは翌営業日をお支払日（以下

本章において「受渡日」といいます。）として

換金のうえ、その代金をお支払いすることによ



現行 改正 

り返還します。 

 

 

 

② ただし、ダイワMRFについては、お客様から返

還のご請求を営業日以外の日に受入れたときは

翌営業日を受渡日として換金のうえ、その代金

をお支払いすることにより返還します。 

③ ダイワMMF、中期国債ファンドについては、お

客様から返還のご請求を受けたときは、翌営業

日以降を受渡日として換金のうえ、その代金を

お支払いすることにより返還します。 

④ フリーファイナンシャルファンドについては、

お客様から返還のご請求を受けたときは、申込

日から起算して5営業日目以降を受渡日として

換金のうえ、その代金をお支払いすることによ

り返還します。 

⑤ ダイワ外貨MMFについては、お客様から当社が

別途定める時間までに返還のご請求を受けた時

は、その翌取引日以降を受渡日として換金のう

え、その代金を外貨又はその円貨相当額でお支

払いすることにより返還します。 

⑥ 上記①から④までにおける換金価額は受渡日

の前日の基準価額とします。なお、ダイワMMF、

中期国債ファンドについては、受渡日が取得日

から30日以内の場合には、大和証券投資信託委

託株式会社に代わり、1万口当り10円の信託財産

留保額を申受けます。 

⑦ 上記①、②に係るダイワMRFについての、取得

日（前月以前の取得分については前月の最終営

業日）から受渡日の前日までの決算分の果実は、

下記108．に定める自動運用買付・換金取引に基

づく取扱いを解除する場合を除き、換金代金と

ともにはお支払いしません。 

⑧ 上記③、④に係るダイワMMF、中期国債ファン

ド、フリーファイナンシャルファンドについて

の、取得日（前月以前の取得分については前月

の最終営業日）から受渡日の前日までの決算分

の果実は、換金代金とともにお支払いします。 

⑨ 上記⑤に係るダイワ外貨MMFについての、取得

日（前月以前の取得分については前月の最終取

引日）から受渡日の前日までの決算分の果実は、

所定の国内源泉税を控除後、外貨又はその円貨

相当額で換金代金とともにお支払いします。 

（4）～（6） （省  略） 

 

り返還します。また、お客様から返還のご請求

を営業日以外の日に受入れたときは翌営業日を

受渡日として換金のうえ、その代金をお支払い

することにより返還します。 

  （削  除） 

 

 

 

  （削  除） 

 

 

 

  （削  除） 

 

 

 

 

② ダイワ外貨MMFについては、お客様から当社が

別途定める時間までに返還のご請求を受けた時

は、その翌取引日以降を受渡日として換金のう

え、その代金を外貨又はその円貨相当額でお支

払いすることにより返還します。 

③ 上記①における換金価額は受渡日の前日の基

準価額とします。 

 

 

 

 

④ 上記①に係るダイワMRFについての、取得日（前

月以前の取得分については前月の最終営業日）

から受渡日の前日までの決算分の果実は、下記

108．に定める自動運用買付・換金取引に基づく

取扱いを解除する場合を除き、換金代金ととも

にはお支払いしません。 

  （削  除） 

 

 

 

 

⑤ 上記②に係るダイワ外貨MMFについての、取得

日（前月以前の取得分については前月の最終取

引日）から受渡日の前日までの決算分の果実は、

所定の国内源泉税を控除後、外貨又はその円貨

相当額で換金代金とともにお支払いします。 

（4）～（6） （現行通り） 

 

６６．キャッシング（即日引出） 

（1）お客様が、上記 65．（3）①から③までに定め

る、営業日の正午を過ぎて受入れたもしくは営業

日以外の日に受入れたダイワ MRF の返還請求、ダ

イワ MMF の返還請求又は中期国債ファンドの返還

請求に基づき、当社が引渡すべき金銭相当額につ

いて返還の請求を行う当日に受取りを希望する場

合は、次の各号（以下「キャッシング」といいま

６６．キャッシング（即日引出） 

（1）お客様が、上記 65．（3）①に定める、営業日

の正午を過ぎて受入れたもしくは営業日以外の日

に受入れたダイワ MRF の返還請求に基づき、当社

が引渡すべき金銭相当額について返還の請求を行

う当日に受取りを希望する場合は、次の各号（以

下「キャッシング」といいます。）により取扱い

ます。なお、キャッシング（ATM ご利用時のキャッ
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す。）により取扱います。なお、キャッシング（ATM

ご利用時のキャッシングを含む）の利用申込書の

提出は不要とします。 

① キャッシングの申込みがあった場合、当社は、

ダイワMRF、ダイワMMF、中期国債ファンドの残

高と申込日の前日までの果実に基づき計算した

返還可能金額又は各々500万円のうち、いずれか

少ない金額を限度として、ダイワMRF、ダイワ

MMF、中期国債ファンドを担保に、金銭を貸出す

ことができます。ただし、お客様の取引状況に

より、貸出しをしない場合もあります。 

  なお、返還可能金額は、次の計算式により算

出します。 

 （ダイワMRF） 

  返還可能金額＝解約口数×基準価額 

 （ダイワMMF及び中期国債ファンド） 

  返還可能金額＝ 解約口数×基準価額＋

｛（A）：解約される受益権に係るキャッシ

ングの申込みがあった日の前日までの分配

金｝－源泉税相当額｛（A）×（所得税率＋

地方税率）｝ 

② 上記①のキャッシング申込日に、当社は、当該

請求日の前日までの計算に基づき、上記①のキ

ャッシングの貸出しによる金銭に相応するダイ

ワMRF、ダイワMMF、中期国債ファンドについて、

当該貸出しの担保としてその受益権に質権を設

定すると同時に、上記65.（3）①から③までに

定める営業日の正午を過ぎて受入れた、もしく

は営業日以外の日に受入れたダイワMRFの返還

請求、営業日の正午を過ぎて受入れたダイワMMF

の返還請求、又は中期国債ファンドの返還請求

に基づく換金手続きを行います。 

③ 上記②の換金手続きに基づく金銭の受渡日に

は、この金銭をもって自動的に貸出残高金額の

返済に充てます。当該金銭とは別に、上記①の

キャッシング申込日から当該受渡日の前日まで

の果実から源泉税相当額を差引いた金額に相当

する金額は、次の計算式により算出し、貸出利

息として当社がもらい受けます。ただし、ダイ

ワMRFについての当該貸出利息は当該受渡日の

属する月の最終営業日に当社がもらい受けま

す。 

 （ダイワMRF） 

  A＝（a：解約口数×キャッシング請求日の翌

営業日前日までの分配金単価合計（円未

満四捨五入））－a×所得税率（円未満切

捨）－a×地方税率（円未満切捨） 

  B＝（b：解約口数×キャッシング請求日の前

日までの分配金単価合計（円未満四捨五

入））－b×所得税率（円未満切捨）－b

×地方税率（円未満切捨） 

  貸出利息＝A－B 

 （ダイワMMF及び中期国債ファンド） 

  貸出利息＝上記②の換金手続きに基づく金銭

シングを含む）の利用申込書の提出は不要としま

す。 

 

① キャッシングの申込みがあった場合、当社は、

ダイワMRFの残高と申込日の前日までの果実に

基づき計算した返還可能金額又は各々500万円

のうち、いずれか少ない金額を限度として、ダ

イワMRFを担保に、金銭を貸出すことができま

す。ただし、お客様の取引状況により、貸出し

をしない場合もあります。 

  なお、返還可能金額は、次の計算式により算

出します。 

 

 

  返還可能金額＝解約口数×基準価額 

 

 

 

 

 

 

② 上記①のキャッシング申込日に、当社は、当該

請求日の前日までの計算に基づき、上記①のキ

ャッシングの貸出しによる金銭に相応するダイ

ワMRFについて、当該貸出しの担保としてその受

益権に質権を設定すると同時に、上記65.（3）

①に定める営業日の正午を過ぎて受入れた、も

しくは営業日以外の日に受入れたダイワMRFの

返還請求に基づく換金手続きを行います。 

 

 

 

③ 上記②の換金手続きに基づく金銭の受渡日に

は、この金銭をもって自動的に貸出残高金額の

返済に充てます。当該金銭とは別に、上記①の

キャッシング申込日から当該受渡日の前日まで

の果実から源泉税相当額を差引いた金額に相当

する金額は、次の計算式により算出し、貸出利

息として当該受渡日の属する月の最終営業日に

当社がもらい受けます。 

 

 

 

  A＝（a：解約口数×キャッシング請求日の翌

営業日前日までの分配金単価合計（円未

満四捨五入））－a×所得税率（円未満切

捨）－a×地方税率（円未満切捨） 

  B＝（b：解約口数×キャッシング請求日の前

日までの分配金単価合計（円未満四捨五

入））－b×所得税率（円未満切捨）－b

×地方税率（円未満切捨） 

  貸出利息＝A－B 
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－上記①のキャッシングの貸出しによる

金銭 

  なお、当該貸出利息に相当する果実の明細は

お客様にお知らせしないことがあります。 

④  （省  略） 

（2） （省  略） 

 

 

 

  なお、当該貸出利息に相当する果実の明細は

お客様にお知らせしないことがあります。 

④  （現行通り） 

（2） （現行通り） 

 

第５章 株式ミニ投資取引 

 

７３．本章の趣旨 

（1）本章は、お客様と当社との間で行う金融商品取

引所の定める 1 売買単位に満たない株式の株式等

振替制度を利用する定型的な方法による売買取引

（以下「株式ミニ投資」といいます。）について、

売買の方法、受渡決済、その他の処理に係る権利

義務関係を明確にするための取決めです。 

（2）お客様が当社に委託する株式ミニ投資に係る株

式の管理に関する権利義務関係は、本章に別段の

定めがある場合を除き、第 3 章の定めるところに

よります。 

（3）お客様は、本章の内容を十分に把握し、自らの

判断と責任において株式ミニ投資に係る取引を行

うものとします。 

 

  （削  除） 

 

  （削  除） 

 

７４．取引の申込み 

お客様は、本章を承認し、第 1 章に定める方法に

より、当社との間に株式ミニ投資取引に関する契約

（以下本章において「この契約」といいます。）を

締結します。 

 

  （削  除） 

 

７５．振替決済口座による処理 

お客様が当社との間で行う取引については、株式

の管理その他取引に関する金銭の授受等そのすべて

を、原則として、第 3 章に基づき開設されたお客様

の振替決済口座により処理するものとします。 

 

  （削  除） 

 

７６．売買の方法 

（1）お客様が当社との間で行う株式ミニ投資に係る

取引については、次の各号に定めるところにより

行うものとします。 

① お客様がこの契約に基づいて売買注文を行う

ことができる株式は、単元株制度採用銘柄（株

式等振替制度同意会社に限る。）の中から当社

が選定する銘柄（以下「選定銘柄」といいます。）

とします。 

② 当社とお客様との間の株式ミニ投資に係る取

引は、下記⑤に定める場合のほか当社をお客様

の相手方とする売買とします。 

③ 当社とお客様との間の株式ミニ投資は、お客様

が選定銘柄の中から指定した銘柄について、金

融商品取引所が定める1売買単位の10分の1単位

の株式の持分（以下「取引単位」といいます。）

又はその整数倍の株数を、当社との間で売買す

るものとします。ただし、同一営業日において、

  （削  除） 
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同一銘柄につき、1取引単位の9倍を超える買付

け又は売付けを行うことはできません。 

  なお、下記80．（2）に基づく権利処理により

生じる取引単位に満たない株数の売付けについ

ては、その株数をもって行うことができます。 

④ お客様は、この契約に基づき売買注文を行うに

際し、その都度、次に掲げる事項を当社に明示

するものとします。 

    1 銘柄 

    2 買付け又は売付けの区別 

    3 数量 

⑤ 当社は、お客様からの売買注文に係る株式が株

式会社大和証券グループ本社株式であるとき

は、当該売買注文を当社が指定した金融商品取

引業者（以下「指定金融商品取引業者」といい

ます。）との間における媒介取引により執行す

るものとします。 

（2）次の各号に掲げる場合には、当社は、各号に定

めるところに従い、所定の期間、お客様からの注

文の受付けを停止いたします。 

① 売買規制等により、当社又は指定金融商品取引

業者が金融商品市場において当該選定銘柄の売

付注文又は買付注文の執行ができない場合は、

注文の受付けは行わないものとします。 

② 当該選定銘柄の発行会社の事業年度の末日が

接近した場合は、売付注文又は買付注文の受付

けは行わないことがあります。 

③ 前各号の場合のほか、やむを得ない事由が生じ

た場合は、当該事由が解消するまでの間、売付

注文又は買付注文の受付けは行わないものとし

ます。 

 

７７．売買の執行時期及び価格 

お客様が当社との間で行う取引の売買注文の執行

については、次の各号に定めるところにより行うも

のとします。なお、ダイワのオンライントレードに

よる売買注文について、午前 0時から午前 3時（土、

日、祝日については午前 1 時）までの注文は、前日

の売買注文分として取扱います。 

（1）この契約に基づくお客様と当社との間の売買

は、売買注文の日の翌取引日に成立するものとし、

売買価格は当該選定銘柄が取引所上場株式の場合

にあっては当社が定める当該金融商品取引所（以

下「指定金融商品取引所」といいます。）の売買

注文の日の翌取引日における始値とします。 

（2）この契約において「取引日」とは、指定金融商

品取引所において、売買立会いが行われる日をい

います。 

（3）上記（1）の定めるところにかかわらず、売買

注文の日の翌取引日に、指定金融商品取引所にお

いて当該選定銘柄の取引が成立しなかった場合も

しくは当該選定銘柄に係る当社をお客様の相手方

とする売買が成立しなかった場合には、選定銘柄

に係る売買注文は自動的にその効力を失い、この

  （削  除） 
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契約に基づくお客様と当社の間の売買は成立しな

かったものとします。 

（4）上記（1）の定めるところにかかわらず、売買

注文の日の翌取引日に、比例配分等のやむを得な

い理由により指定金融商品取引所において当該売

買注文の日に買付けの注文をしたすべてのお客様

に売付けるに足る当該選定銘柄の株式を調達でき

なかった時には、この契約に基づくお客様と当社

の間の売買の全部又は一部が成立しないことがあ

ります。 

（5）上記（1）の定めるところにかかわらず、売買

注文の日の翌取引日に、比例配分等のやむを得な

い理由により指定金融商品取引所において当該売

買注文の日に売付けの注文をしたすべてのお客様

から買付ける当該選定銘柄の株式と当該売買注文

の日において当社が保有する当該選定銘柄の株式

の合計数量のうち金融商品取引所の定める売買単

位の整数倍にあたる株式のすべてを売却できなか

った時には、この契約に基づくお客様と当社の間

の売買の全部又は一部が成立しないことがありま

す。 

（6）株式ミニ投資に係る取引については、上記（3）

から（5）の場合を除き、売買注文の日の翌取引日

を約定日とします。 

 

７８．受渡しその他の決済方法 

取引成立後の受渡し等の処理については、次の各

号に定めるところによります。 

（1）この契約に基づき、選定銘柄の買付注文を行っ

たお客様は、約定日から起算して 4 営業日目の日

の午前 9 時までに、買付株式の代金及び下記 81．

（1）に規定する取扱料を当社に交付するものとし

ます。 

（2）この契約に基づき、選定銘柄の売付注文を行っ

たお客様は、約定日から起算して 4 営業日目の日

の午前 9 時までに当該株式に係る取引の残高をあ

らかじめ有していなければなりません。 

 

  （削  除） 

 

 

７９．管理及び名義 

お客様が株式ミニ投資に係る取引により取得した

株式の管理等の取扱いについては、次の各号に定め

るところによるものとします。 

（1）当社は、当該株式を機構で管理します。 

（2）この契約に基づく株式の名義は当社株式ミニ投

資口とします。 

（3）当該株式の所有権、その果実に対する請求権そ

の他当該株式に係る権利については当該株式の受

渡日よりお客様に帰属するものとします。ただし、

当該株式について共益権として付与される議決権

等についてはこれを行使しないものとし、かつ、

お客様からの指示に応じないものとします。 

（4）当社は、お客様の持分が単元株式数に達したと

きは、当社が定める日に、単元株と単元未満株式

とに区分することとし、当該単元株についてはこ

  （削  除） 
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の契約の適用を受けないものとします。 

（5）当社は、本章の規定に基づいて管理している株

式については、お客様に返還することはできませ

ん。 

 

８０．配当金・増資・株式分割等権利処理 

お客様の買付けに係る株式の権利処理について

は、次の各号に定めるところによります。 

（1）当該株式に係る配当金及び権利交付金等の果実

について、当社が代わって受領し、当該権利の基

準となった日における株式数に応じて比例按分の

うえ、お客様の口座に繰入れてお預りします。 

（2）当該株式に係る株式分割及び会社分割等諸権利

で取得する株式については、次に掲げる方法によ

り取得されます。 

① 当該取得株式が当社株式ミニ投資選定銘柄で

ある場合は、当社が代わって受領し当該権利の

基礎となった日における株式数に応じて当該株

式を比例按分のうえお客様の口座に繰入れて管

理します。なお、按分の結果生ずる1株に満たな

い端数株式は、株式発生の日後、適正な価格を

もって処分し、処分代金をお客様の口座に繰入

れてお預りします。 

② 当該取得株式が当社株式ミニ投資選定銘柄で

ない場合は、原則換金処理とします。この場合、

当社が代わって受領した後遅滞なくこれを適正

な価格をもって処分し、お客様の当該権利の基

礎となった日における持分に応じて比例按分の

うえ、処分代金をお客様の口座に繰入れてお預

りします。 

（3）当該株式に関し、新株予約権（当該株式と同一

の種類の株式を目的とするものに限る。以下同

じ。）が付与される場合は、当該権利の基準とな

る日におけるお客様の当該選定銘柄の持株数に応

じて比例按分したうえ、権利落ちとして指定金融

商品取引所が定める期日にすべて当社が買取るも

のとし、お客様の口座に繰入れてお預りします。

ただし、当社は、当該株式が株式会社大和証券グ

ループ本社株式であるときには、お客様の当該新

株予約権の売付けについて、指定金融商品取引業

者に取次ぐものとし、この場合、指定金融商品取

引業者が当該新株予約権を買取るものとし、処分

代金をお客様の口座に繰入れてお預りします。 

（4）上記（3）において当社又は指定金融商品取引

業者が買取る当該新株予約権の買取価額は、次に

掲げる算式等により算出された価額とします。 

 

（5）上記（3）において、当社又は指定金融商品取

引業者が当該新株予約権を買取ったときには、買

取価額から諸経費を差引いた額を当該銘柄の権利

付売買最終日における売買取引の決済日の翌営業

日にお客様の口座に繰入れてお預りします。 

  （削  除） 
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（6）当社は、株主優待等の名目で支給される物品、

その他（以下「株主優待物等」といいます。）に

ついては、お客様に代わって受領のうえ、換金可

能な株主優待物等については遅滞なく換金し、こ

れをお客様の当該権利の基礎となった日における

持分に応じて比例按分し、お客様の口座に繰入れ

てお預りします。 

（7）当社は、当該株式について、株式、新株予約権

付社債又は新株予約権の株主優先募入に係る株主

の権利及び新株予約権付社債又は新株予約権の株

主割当発行に係る株主の権利は行使しないものと

します。 

（8）上記（1）から（7）に規定する諸権利の処理計

算に係る明細については、お客様に取引残高報告

書等により報告します。 

（9）当該株式について、この条に規定のない権利等

が付与される場合には、当社が適当と認める方法

により処理いたします。 

 

８１．取扱料 

取引の執行に関する料金及び支払期日は、次の各

号に定めるところによります。 

（1）当社は、株式ミニ投資については、当社所定の

取扱料を上記 78．に定める受渡しのときに申受け

ます。 

（2）上記 80．に基づく株式及び新株予約権の売却に

ついては、上記（1）に準じて取扱うものとします。 

 

  （削  除） 

 

 

８２．選定銘柄の除外 

（1）選定銘柄が次の各号のいずれかに該当したとき

は、当社は当該銘柄を当社の選定銘柄から除外す

ることができるものとします。選定銘柄から除外

する場合は、当社は、当該選定銘柄を当社で管理

しているお客様に、遅滞なく通知するものとしま

す。 

① 当該選定銘柄の発行会社につき更生手続開始、

再生手続開始もしくは破産の申立てがあったと

き又は営業活動の停止があったとき。 

② 当該選定銘柄が上場廃止となったとき。 

③ 機構が取扱い有価証券としなくなったとき。 

④ 当社株式ミニ投資銘柄選定基準に該当しなく

なったとき、その他当社が必要と認めるとき。 

（2）上記（1）の規定により選定銘柄が除外された

場合には、当該選定銘柄に係る新規買付注文の受

付を中止するとともに、上記 80．（2）、（3）の

場合に準じて遅滞なくお客様の当該選定銘柄に係

る株式を換金のうえお客様にお支払いします。 

（3）上記（2）の規定にかかわらず、選定銘柄の除

外理由が上記（1）④による場合は、当社は一定の

告知期間を設けるものとし、当該告知期間終了時

に株式ミニ投資に係る株式が存在する場合には、

上記 80．（2）、（3）の場合に準じて遅滞なくお

客様の当該選定銘柄に係る株式を換金のうえお客

様にお支払いできるものとします。 

  （削  除） 
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（4）株式の発行者が債務超過の場合において株式の

全部を零にする資本金の額の減少を行ったとき又

は当該発行者が破産宣告を受けた場合で、且つ機

構が当該株式の取扱いを廃止した場合、その他機

構が必要と認め当該株式の取扱いを廃止した場

合、当社は機構の定める規則に従って本章の規定

に基づきお客様から当社に管理の委託を受けてい

る当該株式を抹消することとします。 

 

８３．お客様の決済不履行の場合の措置 

（1）お客様が上記 78．の所定の期限までに買付代金

を交付しない場合には、当社又は指定金融商品取

引業者は、任意に売買契約を解除し、又はお客様

の計算において買付に係る株式を売却し、当該代

金をもって充当することができます。 

（2）当社又は指定金融商品取引業者が上記（1）に

より損害を被った場合には、当社は当該お客様の

ために占有する金銭及び有価証券をもってその損

害に充当し、なお不足があるときはその不足額の

支払いを請求することができます。 

 

  （削  除） 

 

 

８４．取引通知 

当社は、上記 77．及び上記 78．に規定する売買取

引の明細について約定成立後遅滞なくお客様に取引

報告書を交付します。 

 

  （削  除） 

 

 

８５．契約の解除 

（1）下記 137．（1）の規定は、本章においてこれを

準用します。この契約が解除された場合、当社は

株式ミニ投資に係る新規買付注文の受付を中止す

るとともに、上記 80．（2）、（3）の場合に準じ

て遅滞なくお客様の株式ミニ投資に係る株式を換

金のうえお客様にお支払いします。 

（2）ただし、当社での株式ミニ投資の取扱い終了に

伴いこの契約を解除する場合、お客様より（1）の

取扱いを希望する旨の申出がない限り、お客様の

株式ミニ投資にかかる株式は第 5 章の 2 に定める

株式累積投資の株式に移管します。株式累積投資

の株式への移管にあたっては、移管を行う日に、

下記 88 の 2 の 2. に定める株式累積（積立）投資

契約の申込みがあったものとみなし、株式累積（積

立）投資口座を開設します。 

 

  （削  除） 

 

８６．届出事項の変更 

下記 139．の規定は、本章においてこれを準用しま

す。 

 

  （削  除） 

 

８７．免責事項 

下記 140．の規定は、本章においてこれを準用しま

す。 

 

  （削  除） 

 

８８．その他 

（1）当社は、本章の規定に基づいてお預りした金銭

に対しては、利子その他いかなる名目によっても

  （削  除） 
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対価をお支払いしません。 

（2）お客様の株式ミニ投資に係る株式が事業年度の

末日等権利確定日において 1 売買単位に達した場

合、1売買単位の整数倍に係る残高については、お

客様のお申出の如何にかかわらず、本章の規定の

適用を受けない振替株式として、引続き管理しま

す。 

（3）お客様は、上記（2）において本章の規定の適

用を受けないこととなる振替株式をもって株式ミ

ニ投資に係る売付に充当することはできません。 

（4）お客様は、株式ミニ投資によらない株式につい

て、本章の規定に基づき当社に管理の委託、又は

売付に充当することはできません。 

（5）お客様は、本章の規定の適用を受けている株式

については、次の請求を行うことはできません。 

① 会社法の規定に基づき、発行会社に対し買取請

求権、売渡請求権を行使すること。 

② 本章の規定の適用を受けない振替株式とする

こと。 

③ 他のお客様口座の残高との合算。 

④ 他のお客様口座への振替指図。 

⑤ 他のお客様口座からの当該お客様口座への振

替。 

⑥ 当社又は他のお客様への質権その他の担保権

の設定。 

⑦ 他のお客様からの質権その他の担保権の受入

れ。 

⑧ 株式の交付。 

（6）お客様は、本章の規定に基づき当社に管理の委

託をした株式の管理方法の変更を行うことはでき

ません。 

（7）当社は上記 80．（8）及び上記 84．の規定に従

いお客様に対し当社よりなされたこの契約に関す

る諸通知が、転居、不在、その他お客様の責に帰

すべき事由により延着し、又は到着しなかった場

合においては、通常到着すべきときに到着したも

のとして取扱うことができるものとします。 

 

第５章の２ 株式累積（積立）投資取引 

 

88 の 2 の 1．本章の趣旨 

  （省  略） 

 

第５章 株式累積（積立）投資取引 

 

73．本章の趣旨 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 2．申込方法 

（1）～（2） （省  略） 

（3）上記（1）（2）にかかわらず、下記 88 の 2の 9．

（1）ただし書きの場合において行われる株式等の

管理の委託があった場合は、この契約の申込みが

行われたものとし、この契約を締結し、口座を開

設します。 

 

74．申込方法 

（1）～（2） （現行通り） 

（3）上記（1）（2）にかかわらず、下記 81．（1）

ただし書きの場合において行われる株式等の管理

の委託があった場合は、この契約の申込みが行わ

れたものとし、この契約を締結し、口座を開設し

ます。 

 

88 の 2 の 3．金銭の払込 

（1）～（3） （省  略） 

（4）お客様は、下記 88 の 2 の 6．の当該払込金の受

75．金銭の払込 

（1）～（3） （現行通り） 

（4）お客様は、下記 78．の当該払込金の受入最終日



現行 改正 

入最終日迄に当社に申し出ることにより払込金の

額を変更又は取消することができます。 

（5）～（6） （省  略） 

 

迄に当社に申し出ることにより払込金の額を変更

又は取消することができます。 

（5）～（6） （現行通り） 

 

88 の 2 の 4．払込の休止・再開 

  （省  略） 

 

76．払込の休止・再開 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 5．買付株式等の選定・除外 

（1）～（5） （省  略） 

（6）上記（5）の規定により選定銘柄が除外された

場合には、原則として下記 88 の 2 の 8．の規定に

準じて遅滞なくお客様の当該選定銘柄に係る持分

を換金のうえお客様に返還します。また、お客様

の口座に当該選定銘柄の買付に係る払込金等があ

るときは、あわせてお客様に返還します。 

（7）下記 88 の 2 の 9．（2）の規定により機構で管

理している株式等については、機構が業務規程の

定めに従って当該銘柄に係る株式等の取扱いを廃

止した場合、当社はこの契約に基づきお客様から

当社に管理の委託を受けている当該株式等を抹消

することとします。 

 

77．買付株式等の選定・除外 

（1）～（5） （現行通り） 

（6）上記（5）の規定により選定銘柄が除外された

場合には、原則として下記 80．の規定に準じて遅

滞なくお客様の当該選定銘柄に係る持分を換金の

うえお客様に返還します。また、お客様の口座に

当該選定銘柄の買付に係る払込金等があるとき

は、あわせてお客様に返還します。 

（7）下記 81．（2）の規定により機構で管理してい

る株式等については、機構が業務規程の定めに従

って当該銘柄に係る株式等の取扱いを廃止した場

合、当社はこの契約に基づきお客様から当社に管

理の委託を受けている当該株式等を抹消すること

とします。 

 

88 の 2 の 6．買付の方法、買付時期及び価格 

  （省  略） 

 

78．買付の方法、買付時期及び価格 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 7．持 分 

（1）お客様は、買付けた株式等につき共同して所有

権を有し、払込金の割合に応じて持分を有するこ

とになります。この場合、上記 88 の 2の 6．（2）

によって当社が払込む差額については、その金額

の割合に応じて当社の持分とします。 

（2）～（6） （省  略） 

 

79．持 分 

（1）お客様は、買付けた株式等につき共同して所有

権を有し、払込金の割合に応じて持分を有するこ

とになります。この場合、上記 78．（2）によって

当社が払込む差額については、その金額の割合に

応じて当社の持分とします。 

（2）～（6） （現行通り） 

 

88 の 2 の 8．売 却 

  （省  略） 

 

80．売 却 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 9．株式等の管理 

  （省  略） 

 

81．株式等の管理 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 10．配当金・増資・株式分割等諸権利処理 

（1）共有株式等にかかる配当金、収益分配金、権利

交付金等の果実、及び株式等の分割等諸権利で取

得する株式等は、お客様に代わって当社が受領の

うえ、これをお客様に当該権利の基準となった日

における持分に応じて比例按分し、口座に繰入れ

て管理します。お預り金は、口座に繰入れ後、上

記 88 の 2 の 6．の規定に準じて買付を行うことに

より再投資します。 

（2）～（3） （省  略） 

（4）当社は、上記（2）において、当社又は指定金

融商品取引業者が当該新株予約権等を買取ったと

きには、買取価額を当該銘柄の権利付売買最終日

における売買取引の決済日の翌営業日にお客様の

口座に繰入れてお預りします。お預り金は、口座

82．配当金・増資・株式分割等諸権利処理 

（1）共有株式等にかかる配当金、収益分配金、権利

交付金等の果実、及び株式等の分割等諸権利で取

得する株式等は、お客様に代わって当社が受領の

うえ、これをお客様に当該権利の基準となった日

における持分に応じて比例按分し、口座に繰入れ

て管理します。お預り金は、口座に繰入れ後、上

記 78．の規定に準じて買付を行うことにより再投

資します。 

（2）～（3） （現行通り） 

（4）当社は、上記（2）において、当社又は指定金

融商品取引業者が当該新株予約権等を買取ったと

きには、買取価額を当該銘柄の権利付売買最終日

における売買取引の決済日の翌営業日にお客様の

口座に繰入れてお預りします。お預り金は、口座
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に繰入れ後、上記 88 の 2 の 6．の規定に準じて買

付を行うことにより再投資します。 

（5）当社は、株主・投資主・優先出資者等（以下本

章において「株主等」といいます。）への優待等

の名目で支給される物品その他（以下本章におい

て「株主等への優待物等」といいます。）につい

ては、お客様に代わって受領のうえ、遅滞なく換

金し、これをお客様の当該権利の基準となった日

における持分に応じて比例按分し、口座に繰入れ

てお預りします。お預り金は、口座に繰入れ後、

上記 88 の 2 の 6．の規定に準じて買付を行うこと

により再投資します。 

（6）～（11） （省  略） 

 

に繰入れ後、上記 78．の規定に準じて買付を行う

ことにより再投資します。 

（5）当社は、株主・投資主・優先出資者等（以下本

章において「株主等」といいます。）への優待等

の名目で支給される物品その他（以下本章におい

て「株主等への優待物等」といいます。）につい

ては、お客様に代わって受領のうえ、遅滞なく換

金し、これをお客様の当該権利の基準となった日

における持分に応じて比例按分し、口座に繰入れ

てお預りします。お預り金は、口座に繰入れ後、

上記 78．の規定に準じて買付を行うことにより再

投資します。 

（6）～（11） （現行通り） 

88 の 2 の 11．累投口座管理料 

（1）～（2） （省  略） 

（3）上記（1）の料金の計算期間の中途でお客様が

この契約を解除された場合は、上記（1）の料金は

お返ししません。ただし、下記 88 の 2の 12．（2）

④により上記（1）の料金の計算期間の中途でこの

契約を解除する場合は、上記（1）の料金から口座

を設定していた期間（契約を解除した月を除き月

数で計算します。）に相当する額を控除した金額

をお返しします。 

 

83．累投口座管理料 

（1）～（2） （現行通り） 

（3）上記（1）の料金の計算期間の中途でお客様が

この契約を解除された場合は、上記（1）の料金は

お返ししません。ただし、下記 84．（2）④により

上記（1）の料金の計算期間の中途でこの契約を解

除する場合は、上記（1）の料金から口座を設定し

ていた期間（契約を解除した月を除き月数で計算

します。）に相当する額を控除した金額をお返し

します。 

 

88 の 2 の 12．解 約 

（1） （省  略） 

（2）当社は、上記（1）のほか、お客様が次の各号

のいずれかに該当したときは、この契約を解約す

ることができるものとします。 

① 払込金が引続き1カ年を超えて払込まれなかっ

たとき 

 ただし、お客様が上記88の2の4．の規定に従っ

て払込の休止を申し出ている場合はこの限りで

ない 

② お客様の指定銘柄が上記88の2の5．（5）の規

定に従い選定銘柄から除外された場合で、お客

様が当該指定銘柄以外の銘柄を指定していなか

ったとき 

③～④ （省  略） 

（3）この契約が解約されたときにお客様が当該口座

に持分を保有している場合には、当社は、当該持

分を上記 88 の 2 の 8．の規定に準じて遅滞なく換

金のうえお客様に返還します。また、お客様の口

座に払込金等があるときは、あわせてお客様に返

還します。 

 

84．解 約 

（1） （現行通り） 

（2）当社は、上記（1）のほか、お客様が次の各号

のいずれかに該当したときは、この契約を解約す

ることができるものとします。 

① 払込金が引続き1カ年を超えて払込まれなかっ

たとき 

 ただし、お客様が上記76．の規定に従って払込

の休止を申し出ている場合はこの限りでない 

 

② お客様の指定銘柄が上記77．（5）の規定に従

い選定銘柄から除外された場合で、お客様が当

該指定銘柄以外の銘柄を指定していなかったと

き 

③～④ （現行通り） 

（3）この契約が解約されたときにお客様が当該口座

に持分を保有している場合には、当社は、当該持

分を上記 80．の規定に準じて遅滞なく換金のうえ

お客様に返還します。また、お客様の口座に払込

金等があるときは、あわせてお客様に返還します。 

 

88 の 2 の 13．取引及び残高の通知 

当社は、この契約に基づくお客様への取引明細及

び残高明細の通知を下記（1）から（4）により行う

ものとします。 

（1）当社は、上記 88 の 2の 6．の取引明細について

は、1年に 1回以上お客様に取引残高報告書を交付

します。なお、当該取引残高報告書には、当該期

85．取引及び残高の通知 

当社は、この契約に基づくお客様への取引明細及

び残高明細の通知を下記（1）から（4）により行う

ものとします。 

（1）当社は、上記 78．の取引明細については、1年

に1回以上お客様に取引残高報告書を交付します。

なお、当該取引残高報告書には、当該期間中の売



現行 改正 

間中の売却明細についても記載するものとしま

す。 

（2） （省  略） 

（3）当社は、上記 88の 2 の 8．の取引明細について、

約定成立後、遅滞なくお客様に「取引報告書」を

交付します。 

（4） （省  略） 

 

却明細についても記載するものとします。 

 

（2） （現行通り） 

（3）当社は、上記 80．の取引明細について、約定成

立後、遅滞なくお客様に「取引報告書」を交付し

ます。 

（4） （現行通り） 

 

88 の 2 の 14．申込事項等の変更 

  （省  略） 

 

86．申込事項等の変更 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 15．免責事項 

  （省  略） 

 

87．免責事項 

  （現行通り） 

 

88 の 2 の 16．その他 

（1）～（2） （省  略） 

（3）当社は、上記 88 の 2 の 13．の規定に従い、お

客様に対し当社よりなされたこの契約に関する諸

通知が、転居、不在、その他お客様の責に帰すべ

き事由により延着し、又は到着しなかった場合に

おいては、通常到着すべきときに到着したものと

して取扱うことができるものとします。 

（4） （省  略） 

 

88．その他 

（1）～（2） （現行通り） 

（3）当社は、上記 85．の規定に従い、お客様に対し

当社よりなされたこの契約に関する諸通知が、転

居、不在、その他お客様の責に帰すべき事由によ

り延着し、又は到着しなかった場合においては、

通常到着すべきときに到着したものとして取扱う

ことができるものとします。 

（4） （現行通り） 

 

１３７．契約の解除 

（1）上記 2．（1）及び上記 3．（2）①の各契約は、

次の場合に解約されます。 

①  （省  略） 

② 上記2．（1）①、②、④の2で上記26．、上記

55．及び上記88の2の11の料金の計算期間が満了

し口座残高がないとき。 

③～⑩ （省  略） 

（2）～（4） （省  略） 

 

１３７．契約の解除 

（1）上記 2．（1）及び上記 3．（2）①の各契約は、

次の場合に解約されます。 

①  （現行通り） 

② 上記2．（1）①、②、④で上記26．、上記55．

及び上記83．の料金の計算期間が満了し口座残

高がないとき。 

③～⑩ （現行通り） 

（2）～（4） （現行通り） 

 

附 則 

 この約款は、平成 30年 2月 1日より適用されます。 

 

 

 

 

 

以上 

附 則 

（1）この約款は、平成 30 年 6 月 18 日より適用され

ます。 

（2）株式ミニ投資にかかる権利等の取扱いについて

は、上記適用日以後も、従前の第 5 章株式ミニ投

資取引の規定に従います。 

 

以上 

 


